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わが国英語教育史の一断面
―昭和初期における藤村作の英語廃止論をめぐって―
北 沢 達 雄
Ⅰ.は じ め に
筆者は長野県短期大学に在職中,教職課程の1科目である英語科教育法を担当し,その内
容の一部としてわが国英語教育の歴史の流れを概観的に取 り扱ってきたが,いつも時間の制
約上文字どおりそのoutlineだけで素通 りしてしまうことを余儀なくされてきた｡そこで本
稿ではある時期のepock-makingな出来事を思いつくままに取 りあげて私なりに書いてみ
ることにする｡ここでは昭和初期における英語教育論争の果した歴史的役割の一翼をになっ
つくる
ている藤村作博士の英語廃止論をめぐって少し詳細にふれてみたい｡
Ⅰ.英語廃止論の背景
教育は国家百年の大計といわれるが,凡そ170年に及ぶわが国の英語教育の歴史を顧みる
とき,英語教育ほどその時々の社会のいろいろな批判を受けてきたものは少ない｡それに伴
ってこの歴史の流れはまさに栄枯盛衰 ･有為転変 ･消長の一路を辿って今日の隆盛(?)な状
態に至ったの感が深い｡
わが国の英語教育史の特徴を理解するためには,その時代区分を試みることが必要である｡
今日さまざまに試みられている時代区分のなかから,ここでは故石橋幸太郎氏のものを挙げ
ると,氏はその時代を五つに区分して昭和初期を第4期(衰退期)(1927-1945):英語廃止論
が拾頭し,日中事変,太平洋戦争のなかで英語が圧迫された苦悩の時代としてその中に入れ
31iIE
ている｡第3期 (興隆期)(1897-1926)までのわが国の英語教育は大体において隆盛の一路
を辿ってきたけれども,その間(大正時代),多少の起伏がなかったわけではない｡英語を不
必要としたり,廃止せよとする意見は大正の初めからあった｡桜井役著 『英語教育史稿』
(昭和11年)によると,大正5年 (1916)10月にかっての文部大臣大岡育造は 『教育時論』
に ｢教育の独立｣という論文を掲げて,英語科を中学校の必修教科からはずすことを提唱し
た｡大正13年 (1924)になると,アメリカが排日移民法を出したことが導火線となり,対米
け さ
感情が悪化し,｢坊主憎けりや袈裟まで｣の通 り,英語まで憎くなり,こうした背景の中か
ら杉村楚人冠の ｢英語追放論｣や戸川秋骨の英語放逐論が出てきたのも当然であったろう｡
この思潮の流れは,昭和2年 (1927)当時の東京帝国大学教授藤村作博士の英語科廃止論に
至ってその頂点に達した｡石橋氏が第4期の初めを昭和2年 (1927)においたのほ以上の理
由によるといっている｡
なお,第3期の終わりに近い大正11年 (1922)把は H.E.Palmer(1877-1949)が来朝
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し,その影響で英語教育は大いに活気を望したのであるが,国の大勢としては,国力の隆昌
に伴ってしだいに独善的傾向を生じ,偏狭な国粋主義が幅をきかせるようになって,英語な
らびに英語教育は軽視される結果を生じたわけである｡これに続く第4期は全体としてみれ
ば英語教育の衰退期であって,英語教育は未曽有の苦難を体験するのであるが,しかしなが
ら国の大勢が英語教育にとって不利であったにもかかわらず,英語教育の内部においてほ,
それまでにない幾多の大きな改革が行われたのである｡それは前述のPalmerおよび彼を所
長とする英語教授研究所の業績で,新教授法のOralMethodは全国的に風磨してその効果
をあげたからである｡
Ⅲ.藤村作の英語科廃止論 とその反響
藤村作博士は,昭和2年 (1927)雑誌 『現代』の5月号に,｢英語科廃止の急務｣ という
論文を発表して世人を驚かせた｡ ここでまず,藤村作の経歴について述べると,彼は明治
8年 (1875)福岡県に生まれ,伝習館中学から五高の文科に入学,国文学を志望することに
なった｡五高時代には夏日淑石から英語を教えられた｡やがて東京帝国文科大学国文科に進
衣,小泉八雲から英文学の講義を受け,外国文学にも心をひきつけられた｡明治34年(1901)
に大学を卒業し,七高教授を経て明治43年(1910)に東大助教授となり,大正11年(1922)に
芳賀矢一博士の後を継いで国文学の教授となった｡ときに47才｡江戸文学西鶴の研究で有名
であった｡このような彼の経歴をみると,彼を単なる頑迷な国粋主義者と見るわけにはゆか
ない点もあるだろう｡当時の学者として英語反対論を公表することは相当の勇気を必要とし
(2)
たにちがいない｡
次ぎにこの論文の項目を挙げてみると, 1)模倣の時代は過ぎた,2)過重なる外国語の
負担,3)普通教育は道楽ではない,4)中学校は外国語を廃止すべし,5)予備教育とし
ての中学校,6)専門学校の外国語科廃止,7)人物考査方針の改善,8)大翻 訳局 の設
置,9)国民｢伽1覚を促すべし,となっている｡これらの項目から大体わかるように,藤村
の言わんとする所は,日本はもはや西洋文化をああてて取 り入れる必要のないほど進歩発展
してお り,外国語学習は負担が大きく,卒業後外国語が役に立っていない,日本人の生活に
とって外国語は必要ないという点にあり,その結論として中学校の英語教育を廃止し,その
代わ りに国家に大翻訳局を設ければよい,というものであった｡
この論文が出ると,英語教育界の大御所ともいうべき岡倉由三郎氏は機を失せず 『現代』
8月号に,｢藤村作氏の反省を促す｣という反論を載せたのである｡これもかなり長いもの
であったが,その要旨は,どんなに優れた国でも,もはや外国から学び取るところはない,
ということはあり得ない｡そういう考えは,うぬぼれであり,独善主義である,としてたと
えに,鶴は1本足で立つと眠ってしまうものだ,日本語という1本の足だけでは立っていら
れない,国民は眠った状態になってしまう,と警告したのである｡また,東京高等師範学校
英語部は昭和2年10月に ｢我国中等教育における外国語｣という意見書を公表して,天下に
訴えた｡この全文は黒田窺著 『英語教授論考』(金子書房)昭和23年 (1948)の附録に載って
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いる｡
これらの議論がきっかけとなって,いろいろな雑誌に英語科廃止の問題を論評する記事が
出た｡『英語青年』の昭和3年10月1日号に,｢中等学校英語科問題について｣という題で当
時の有名な学者の意見が出ている｡市河三善(東京帝大教授),土居光知(東北帝大教授),豊
田実(九州帝大教授),戸川秋骨(慶大教授),佐藤清(京城帝大教授),吉岡源一郎 (東京外語
教授)などの顔ぶれが列んでいる｡市河氏の書いたものが相当長いので,終 りの結びだけを
引用すると,｢かくの如き論は多く偏狭なる国粋主義より出発し, 同じく偏狭なる思想を伝
播することにおいてかえって国のために憂 うべきである｡時代に処すべき教育をせんとする
教育家諸君は,これらの謬論にまどわされることなく,広く時代の趨勢に留意して,深く批
判研究して,しかるのち英語科廃止すべきや否やの問題に関してその意見を決せられるべき
(3)
である｣
なお,この当時(昭和2年),中学校では遇30時間の授業時数のうち,英語は1年6,2年
7,3年7,4年5,5年5という時間数であった｡高等女学校では1年から5年まで3-
3-3-3-3,師範学校では1年だけ5,あと3-3-3-3となっていた.
また,東京高師の神保格氏は,現在の中学4年で使っている教科書の程度を目標にして,
これをよく消化し活用する力を繰る,次に毎回1回少くとも40分ずつの授業配当が望まし
い,外国語を学ぶのはその国を精神的に征服することであるという理屈を知らない向きは困
(4)
る,というような議論を述べている｡このように 『英語青年』に出た意見はみな英語科廃止
反対論ばかりであった｡
雑誌 『現代』は5カ月にわたり賛否両論をならべて紹介したが,10月号をもって打ち切 り
にし,誌上における英語教育論争のしめくくりとして10月号にもう一度藤村作の ｢英語科処
分の論争に就いて｣を掲載した｡そこでは,英語科廃止についていろいろ議論がなされたけ
れども,自分の意見は全く変わらない｡あくまでも全廃説を固執したい,という意見を表明
している｡
なお,これは余談であるが,この藤村作博士の英語廃止論に関 して評論家の臼井書見氏
は,｢英語教育是非については, ぼくとして深刻な記憶があるO満州事変の始まるまえのこ
とで,ぼくは大学の国文科の学生であった｡主任教授の藤村作博士が英語教育廃止論を〇〇
〇誌で唱えたことがあった｡ぼくは非常にばかばかしくて,顔のほてるような恥かしい思い
をしたことを今でも忘れない｣とその当時のことを回想している｡(『週刊文春』昭和40年6
月21日号)
昭和6年 (1931)に文部省は中学校令を改正し,中学校の上級を上級学校志望の者とそう
でない者との二種に分けた｡この年の9月に満州事変が起こり,続いて昭和12年 (1937)に
は日中戦争が始まって世の中は戦時下体制に入ってゆく｡昭和13年 (1938)に藤村作はふた
たび｢中学英語科全廃論｣を 『文芸春秋』3月号に発表した｡今回も前回と同一論であった｡
彼の所説を要約すると凡そ次の通 りである｡
中学 ･専門学校の卒業生で実社会で英語を利用している老はきわめて少ない｡英語を知ら
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なくても専門学科の修業が不可能ではない｡それ故英語科の実用価値ははなはだ低い｡卒業
後英語を利用する少数者のために,大多数者を犠牲にするのほ不合理である｡英語科の教養
価値は認めるが,英語を通してこれを得ることは中学生に望めない｡翻訳を通して思想感情
のだいたいは学び得る.それ故に一般中学における英語科を全廃し,その時問を国民教育に
(5)
必要な時間に使用する方が国のためである,等 ｡々
しかしながら藤村氏の再三の主張にもかかわらず,この意見が取 り入れられて学校教育制
度上の手直しがなされたということはなかった｡だが昭和16年 (1941)12月太平洋戦争に入
り,軍部は外国,とくに欧米の思想が国民精神の統一上有害であるとし,押えつづけようと
してきた｡世論もまたこれに同調し,排英米思想をあおり,英語は敵性語となり,電車や汽
車の中で英語の本を読んでいると,なくやられたという人もあったほどである｡太平洋戦争中
のこのような状境下において,文部省は昭和 18年 (1943)に中等学校令を公布し,師範学
校 ･中等学校においてほ国定教科書の使用を義務づけ,やがて高等女学校の英語は随意科と
なり,中学校の英語は時間が削減されたけれども,制度的に廃止に追いこまれることがなか
ったのはむしろ辛いなことがあった｡
Ⅳ.英語廃止論に伴 う論争上の観点
わが国の英語教育は明治以後の100年以上に及ぶ歴史を通じて,昭和50年代の今日ほど隆
盛であったことはない｡同時にまた,戦前 (第2次世界大戦を指す)の興隆期であった大正
末期から衰退期といえる昭和初期にかけての過渡期は,当時の時代背景および社会情勢に則
応して英語無用論,否定論,排斥諭,追放論,廃止論等,これらに対応して英語必要論,肯
定論,擁護論,存続論等の賛否両論に亘る存廃論がはなやかに唱えられ,また幾多の改革が
行われた英語教育史上特異な時期といえるだろう｡これら論争上の観点の一つは教育効果が
あがっているかどうかということである｡効果の点ではいつも否定的な意思が強い｡明治以
徳,幾度かそれが問題になってきた｡中等学校で多くの時間をかけて英語を勉強しても,外
人と会話ひとつできない｡手紙 1本書けない,という非難もあった｡学校教育から英語科を
しめ出そうとする英語廃止論者の,好んであげる廃止理由の一つは,いつもこれであった｡
これに対して中等学校の英語科は,他の学科と同様,普通教育として基礎的な知識や技能を
授ければよいのであって,直ちに役立たないからといって責めるのは不当である｡また,実
用価値のほかに教養価値のあることを見落してはならない｡極言すれば,かりに卒業後,す
べてを忘れたとしても,かつて英語を学習したということ,日本語とは違う考え方のあるこ
とを知ったこと,それだけでも,何にも換えがたい教養といえる,というようなのが擁護論
者の意見で,現状に満足せず,さらに効果をあげるよう努力すべきである,という自戒のこ
とばをつけ足していた｡
また一方,｢その効果も相当あがっている｣ という見方をする者もいた. このことばは前
述の意見と矛盾する｡しかしこの対立する二つの意見は,観点が違うだけで両方とも正しい
と思う｡なぜなら効果があがっているか否かという問題は,何を判断の基準にするかによっ
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て異なる答えが得られるからである｡実用英語はできなくても,文学作品の読解はできるこ
とがあるであろうし,その逆の場合もあり得るOそしてこれは結局,英語教育の目標をどこ
におくかという目的論につながっていく｡
雑誌 『現代』が昭和2年 (1927)9月～10月号でアンケートをとった英語科問題に対する
全国中学校長の意見のほとんどは読書力の養成を主目的にし,英作 ･会話の能力を付随目的
にし,単なる教養としての英語教育はロスの多いものとして却けられている｡しかし英語教
師の大部分は英語科必修を主張するとともに,英語教育の目的として文化 ･教養的目標を設
定している｡昭和11年 (1936)12月岡倉由三郎 (福原麟太郎の代筆)の論文 ｢英語教育の目
的と価値｣は過去の英語教育批判に対する用意周到な反論であるとともに,文化 ･教養的目
的論を主にしながら実用主義をも配慮した注目すべき論文の一つであろう｡
Ⅴ.英語教育の目標
英語教育の目標を機能的目標と教養的目標とに分けて考えることはあくまでも便宜的な手
段であり,別個のものとして並列的にとらえるべきではない｡英語を聞いたり話したり,読
んだり書いたりする能力を養うことは機能的目標であり,言語-の閑JLhを深めたり.外国人
のものの考え方 ･生活など-の理解を深めることは,いわゆる教養的目標であろう｡わが国
の英語教育論争の多くは,これら両目標のいずれか一つを追求するのか,あるいは両目標を
調和的に追求するかなどについての論争である｡この意味では機能的目標と教養的目標を二
元化し,相反する二つの目標としてとらえるという誤 りを犯しているといえる｡両目標は二
元的に相対立するものではなくて,時間的契機の上に連続的に把握され,達成されるべきも
のである｡昭和13年 (1938)藤村作が ｢中学校英語科全廃論｣で提言しているように,英語
科はその科目の性格上すべての生徒の教育上不可欠のものでなく,あくまでも選択であるべ
きである｡とくに機能的目的論の立場からして,すべての生徒が英米人と会話できたり,英
語を読んだり書いたりできる必要はない｡将来思想,感情,意志などを伝達する道具として
英語の能力を必要とし,かつそのような能九 適性をもつ者だけが英語を履習すべきであろ
う｡
戦後の学習指導要領によると,中学 ･高校の英語科の教養的目標は,言語に関する関心を
深め,外国の人々の生活や物の考え方について理解させることにあるとされている｡しかし
外国人の生活についての知識を与え,その世界観をも理解させることは中 ･高校生にとって
ほかなり困難ではないだらうか｡たとえば中学校のどの教科書を開いて見ても,生徒が英語
の時間に初めて知ったという英語的な物の見方や,考え方,生活などは皆無に近い｡中学校
の教科書の内容は,現在においては,殆どすべての生徒が新聞,雑誌,テレビ,他教科の
授業の中ですでに学習している｡したがって英語教科書を通すかぎり,そして教養的な目標
が英語の学習を通して達成されるべきものであるかぎり,この意味における教養的目的の達
成はほとんど不可能に近い｡むしろこの方面は社会科や国語科にゆずる方が妥当であろう｡
したがって英語の授業において達成されるべき教養的目標は,言語に対する関心を深めると
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いうさらに限られたものにならざるを得ないだろう｡
Ⅵ.お わ り に
以上,筆者はこの小稿で国文学者藤村作博士が戦前の昭和初期に唱えた英語科廃止論をめ
く中って,その内容とその反響を取 りあげ,歴史的背景や当時の社会状勢にふれながら,英語
教育史上の占める位置と意義について述べてきた｡しかしその取 りあげ方や扱い方には不十
分な点や,適切でないものが多々あると思 う｡ とくにⅤ.の英語教育の目標については当時
の考え方と現今のものとを明確に区別しないで,やや暖昧で明瞭性に欠ける点があり,舌足
らずの面があることを反省している.一口に英語廃止論といっても,英語教育の問題は広く
深 く,その時代によって複雑な経過を辿 り,英語教育史上に栄枯盛衰の跡を残している｡藤
村氏が当時の学者として英語廃止論を公表することには相当の勇気を必要としたにちがいな
いことは前述のとお りだが,その頃の彼の立場がどのようなものであったか,彼の自叙伝と
もいうべき 『ある国文学者の生涯』(昭和31年,,角川書店)を見ても, うかがい知ることが
できない｡しかし戦前の英語教育論の中心ともいうべき教養価値論に対して,鋭い論旨をも
って反撃していることに我々英語教育にたずさある者は謙虚に耳を傾けるべきだろう｡
また,英語教育の目標を考えた りこれを達成しようとする努力の過程の中で,今日の時代
にふさわしい現実の実態に則して,しかも理想の実現を目指して前向きの姿勢で一歩一歩前
進していく健全なる英語教育観をうち樹てる覚悟を新たにしなければならないと思う｡
(1984.1.7)
Notes
(1) 石橋幸太郎 『現代教育学7:言語と教育Ⅱ』岩波書店 1961 ｢英語教育の歴史と反省｣pp.18-24
(2) 高梨健吉,大村善吉 『日本の英語教育史』大修館書店 1975 p.232
(3) 川澄哲夫,鈴木孝夫 『資料日本英学史2:英語教育論争史』大修館書店 1978 p.436
(4) 同 上 p.449
(5) 大村･高梨･出来 『英語教育史資料2:英語教育理論.実践･論争史』東京法令出版 1980
pp.795-800
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